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ITS による自動車の
社会・環境負荷低減に向けて
　ガソリン内燃機関型の自動車が誕生しておよそ 120 年。自動車はなくてはならない存
在となっている。自動車は経済発展の貢献に留まらず、走る喜び、楽しさを通じて人々
の暮らしを豊かにしてきた。その一方で、交通事故、環境負荷が顕在化しつつある。自
動車が持つ本来の利便性・快適性といった利点の最大化と、事故・渋滞、環境負荷問題
の克服との両立なくして、持続可能なモビリティ社会の実現はない。その解決手段の一
つとして高度交通システム（ITS：Intelligent Transport Systems）が取り組まれている。
　これまでは、カーナビゲーション、VICS（道路交通情報通信システム）、ETC（自動
料金支払システム）といった個別システムの発展段階であったが、課題克服のためには、
道路や歩行者と車両との間で情報通信を行なうAHS（走行支援道路システム）や ICタ
グシステム、さらにTDM（交通需要マネジメント）などの車両インフラ統合型システ
ムへの移行が必要とされている。ITS はセカンドステージへ展開しつつあり、実現に向
けて、以下のような視点で進めていくことを提案する。
盧高齢者に配慮したヒューマンマシンインターフェースの研究開発
　交通事故の年齢層別致死率で 65 歳以上が他の年齢層より著しく高くなっており、高
齢者に焦点を当てた研究開発が不可欠である。今後は人間工学、認知科学的側面からの
研究と、情報工学や交通工学など、幅広い学問分野の融合により、ITS 研究の進展が望
まれる。特に自動車運転席では、日常生活において最も集中したヒューマンマシンイン
ターフェースが要求される場である。高齢者のみならず世界基準でユーザーに優しいヒ
ューマンマシンインターフェース研究をさらに推進することが望まれる。
盪導入への社会的理解の促進
　セカンドステージ ITS システムがもたらす便益は、安全・安心や環境負荷低減とい
ったコスト的には見えにくいものであるため、新たに発生する費用負担に対するユーザ
ーや社会の理解を得るための努力がこれまで以上に重要である。費用対効果の定量的な
比較検証、導入に先立つ十分なアセスメント、事後評価と情報公開など、産官学が一体
となって進めることが不可欠である。かつて排気ガスの規制が自動車性能向上を促した
ように、例えば新車には ITS 関連機器の装着を義務付ける、大都市圏への未装着車乗
り入れを規制するといったような法的規制の導入も検討が必要であろう。
蘯アジア諸国の持続可能な発展に資する取組み
　アジア諸国ではモータリゼーションに伴い、交通事故や環境負荷増加などが社会問題
として今後大きく顕在化している。セカンドステージ ITS の展開においては、アジア
地域の持続可能な発展に貢献することも望まれる。セカンドステージ ITS システムは
車両インフラ統合型であるため、導入地域における交通事情やニーズに合わせたものに
なる。交通事故の日本国内の現状は、車両事故中心の欧米各国よりもアジア諸国に傾向
が似ており、日本とアジア諸国で共通の ITS 技術基盤を構築できる可能性が高い。こ
うした取り組みは、我が国の自動車産業の国際競争力を高めることにもつながる。
科学技術動向
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　ガソリン内燃機関型の自動車
が誕生しておよそ 120年。自動車
はなくてはならない存在となって
いる。自動車は経済発展の貢献に
留まらず、走る喜び、楽しさを通
じて人々の暮らしを豊かにしてき
た。現在、日本のものづくりの代
名詞ともなった「自動車産業」は、
我が国の経済成長を牽引し、部品
から最終製品に至るまで高品質で
世界をリードし、経済・社会の発
展に大きく貢献してきた。
　世界では既に、約８億台もの自
動車が保有されている。2050年に
は世界人口が 90億人を超える予
想１）、特に近年、経済成長が著し
いブラジル、ロシア、インド、中国
といったBRICs 諸国の発展を踏
まえると、世界の自動車保有台数
は５年間に１億台のペースで増加
していくという試算もされている。
自動車関連企業にとっては、この
ような市場拡大は喜ばしいが、急
速なモータリゼーションの拡大が、
むしろ交通事故、渋滞、環境負荷、
エネルギー消費の増大を招き、人々
の暮らしを脅かす負の側面が深刻
化する恐れがある。世界の交通事
故死者数は 2002 年に 118 万人に
達し、すなわち１日あたり 3,000
人以上が交通事故で亡くなってい
ると推計２）されている。これは、
ジャンボジェット機が１日に６機
以上墜落する数に相当する。
　利便性・快適性といった正の側
面の最大化と、事故・渋滞、環境
負荷、エネルギー問題のような負
の側面の最小化の両立なくして、
持続可能なモビリティ社会の実現
はない。これは、自動車立国とも
言える我が国が率先して解決に取
組み、国際社会に貢献すべき最重
要課題である。これらに対する有
望な解決手段の一つとして、高度
交通システム（ITS：Intelligent 
Transport Systems）が取り組ま
れている。
　本稿では、我が国の自動車社
会における ITS の現状と課題を
俯瞰し、ITSの技術動向とともに、
快適かつ安全・安心で環境負荷
低減に向けた持続可能なモビリ
ティ社会の両立についての方策
を展望する。
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２‐１
我が国における ITSの現状
　ITSとは、「情報通信技術を用
い、車両・道路・人を三位一体と
して捉え、安全性の向上、輸送効
率の向上、快適性の向上、さらに
は環境保全を目指すシステムを形
成すること」、と定義されている
（図表１）。我が国では、1996年に
国家プロジェクトとして発表され
て以来、警察庁、総務省、経済産
業省、国土交通省の４省庁（当時
５省庁）とその関係外部団体を中
心に、国家主導で推進されてきた。
また、産業界を中心に、関係団体、
学識経験者等からなる非営利活動
法人として ITS‐Japan が設立さ
れ、４省庁との連携のもと推進活
動が展開されている（図表２）。
　図表３は我が国における ITS施
策経緯を示している。1996年の全
体構想策定以降、一貫して我が国
の重要な政策のひとつとして位置
づけられてきている。第３期科学
技術基本計画のなかでもエネルギ
ー分野、情報通信分野、社会基盤
分野で重要な研究開発課題に挙げ
られている。
　ITS の開発分野は、1995 年８
月に関係５省庁（当時）によっ
て策定された「道路・交通・車
両分野における情報化実施指針」
のなかで、図表４に示すような
９つの分野に定められた。これ
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までに、1990 年代後半から、カ
ーナビゲーションシステムおよ
び VICS 注１）（Vehicle Information 
Communication System： 道 路
交通情報通信システム）の普及
が進み、2001 年からは ETC注２）
（Electronic Toll Collection： 自 動
料金支払システム）の普及が始
まった（図表５）。2006 年３月時
点で、カーナビゲーションは累計
2,200 万台、VICS は 1,500 万台を
超える市場となっている。ETCは、
2006 年６月時点で累計 1,200 万台
に搭載され、全国の高速道路で同
サービス利用率は 62％に迫ろう
としている。このように我が国の
ITS車載機器の普及は現在、世界
で最も進んでいる。
　これらと並行して、「安全運転
の支援」に関わる要素技術開発
図表１　ITS の概念図
参考文献３）を基に科学技術動向研究センタ
ーにて作成
図表２　我が国の ITS 推進体制
参考文献４）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表３　我が国の ITS 施策経緯（全体構想策定以降を抜粋）
発表年月 政策 概略
1996年 7月 ITS推進に関する全体構想
５省庁（当時）が連携して利用者サービスと今後 20年間の開発・発展計画を定めたマスタープ
ランを策定。
2001年 1月 e‐Japan戦略
移動・交通分野の目指すべき社会像として、「ITSの導入により、目的地に最適な交通手段で最
短の時間で行くことができ、渋滞や事故の少ない、安全で快適な移動が可能となる」
2004年 6月 e‐Japan重点計画‐2004
最先端の情報通信技術等を活用し、渋滞、交通事故、環境悪化等道路交通問題の解決を図る ITS
を推進。
2004年 10月 ITS推進の指針
産学官及びユーザーなどからなる「日本 ITS推進会議」による今後の ITSの基本戦略として ITS
世界会議で世界に発信。
2005年 2月 IT政策パッケージ‐2005
ITSの高度化に向けた取り組みとして、狭域通信（DSRC）システムの推進、交通事故防止のた
めの運転支援システムの推進、さらには障害者や高齢者等の安全で円滑な移動支援など。
2006年 1月 IT新改革戦略
IT基盤の確立・普及に力点が置かれていたこれまでの戦略に対し、ITを活かす段階へ。インフ
ラ協調による安全運転支援システムの実用化により、交通事故死傷者、交通事故件数を削減する。
参考文献４、５）を基に科学技術動向研究センターにて作成
注1　VICS：VICSセンターで編集、処理された渋滞情報や交通規制などの道路交
通情報を送信し、カーナビゲーションなどの車載器に文字・図形で表示する情報シス
テム。
注2　ETC：主として有料道路で用いられているノンストップ自動料金支払いシス
テム。料金所のゲートに設置されたアンテナと車載器間で無線通信し、料金を支払う。
■用語説明■
図表４　ITS の 9 つの開発分野
ITSの開発分野 開発内容および実現している主な要素技術
1
ナビゲーションシステムの
高度化
VICS等によるナビゲーションシステムの高度化
⇒　カーナビゲーション、VICS
2 自動料金収受システム 料金所等でのノンストップ化　⇒　ETC
3 安全運転の支援 危険警告・自動運転　⇒　ASV、AHS
4 交通管理の最適化 経路誘導、信号制御等
5 道路管理の効率化 特殊車両等管理、通行規制状況の提供等
6 公共交通の支援 公共交通の運行状況の提供等
7 商用車の効率化 商用車の運行管理支援、連続自動運転
8 歩行者等の支援 歩行者等への経路・施設案内
9 緊急車両の運行支援 緊急時自動通報、災害・事故発生時の状況などの伝達等
参考文献４、６）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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も進展している。車両内のエレク
トロニクス技術を発展させ、自
動車本体の安全性、利便性を向
上させる目的で開発されてきた
の が ASV（Advanced Safety 
Vehicle：先進安全自動車）である。
ASVは国土交通省を主体に第１
期計画（1991～ 1995年度）から第
２期計画（1996 ～ 2000 年度）を
経て、現在第３期（2001～ 2005年
度）計画まで終了している。その
基本理念は、安全運転はあくまで
もドライバーが主体であって、情
報通信技術はそれを支援するのみ
という立場をとっている。
　図表６にASVのイメージを示
す。追突前に運転者に警告する
追突警報、車線を判断しレーン保
持を支援するレーンキープアシス
ト、衝突を事前に判断し運転者の
ブレーキを支援する衝突軽減ブレ
ーキ、暗闇でも視野を確保する暗
視カメラなど、事故を未然に予防
する、いわゆる予防安全の機能が
数多く実用化に至っている。これ
らの機能に加え、カーナビゲーシ
ョン、VICS、ETCのような ITS
を構成する個々の要素技術の研究
開発、普及の両面においても、我
が国は世界でもトップクラスにあ
ると言える。
２‐２
交通事故の現状と課題
　ITSの普及と交通事故の現状は
どのように関係してきたのだろ
うか。
　図表７は我が国の道路交通事故
による交通事故発生件数、死傷者
数および死者数の推移を示してい
る。死者数は 1990 年以降、減少
傾向にあるが、交通事故件数なら
びに死傷者数は依然として右肩上
がりの傾向が続いている。2005年
の死傷者数は 1970 年代後半と比
図表５　ITS 車載機器の普及台数推移
参考文献７）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表６　ASV（先進安全自動車）のイメージ
出典：国土交通省先進安全自動車推進検討会８）
図表７　道路交通事故による交通事故発生件数、死傷者数および死者数
参考文献 11）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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較して約２倍増の 116万人となっ
ている。事故件数、死傷者数の増
大は、救急車や警察の出動数の増
加および事故渋滞を引き起こす。
このような間接的な損失を含める
と、経済的損失額は年間４兆円を
超えるとの試算９）もされている。
このような状況を鑑みて、2003年
１月に、今後 10年間で交通事故
死者数を半減するという政府声明
が出された。また、2006 年１月
には、高度情報通信ネットワーク
社会推進戦略本部（IT戦略本部）
が、「IT新改革戦略」の中で、情
報通信技術を用いて 2012 年末の
交通事故死者数を 5,000 人以下に
するという具体的な数値目標を掲
げた 10）。
　図表８秬は交通事故原因の内訳
であるが、その大半は発見の遅れ、
すなわち認知ミスである。これに
判断ミス 16％、操作ミス 12％を
合わせた、およそ 75％が運転者の
事故直前の行動に起因している事
故である。したがって、交通事故
削減には、事故直前の運転者に対
し何らかの対策が必要不可欠と考
えられる。また、交通事故死者数
を年齢層別致死率で見た場合（図
表８秡）、特に 65歳以上の高齢者
が他の年齢層より著しく高くなっ
ている。この原因として、加齢に
よる視力の低下のみならず、判断
速度の低下も報告されている。高
齢化が急速に進むと予測される我
が国にとっては、痛ましい事故を
少しでも低減するためには、高齢
者の交通事故対策は極めて重要に
なる。
　以上の現状を鑑みると、車載機
器あるいはASVといった個別の
機能に焦点を当てた現在の ITS普
及は、我が国の交通事故状況を大
幅に軽減させるに至っていない。
２‐３
自動車の
二酸化炭素排出問題の
現状と課題
　次に、ITSの普及と二酸化炭素
排出量の関係について見てみる。
我が国の運輸部門の二酸化炭素排
出量は 2004 年に 262 百万ｔ‐CO2
に達しており、これは我が国全体
の二酸化炭素排出量の約２割を占
める（図表９）14）。このうち自動車
図表９　運輸部門における二酸化炭素排出量の推移
出典：第35回環境省中央環境審議会地球環境部会資料 14）
図表８　交通事故原因の内訳と年齢層別致死率
参考文献 12、13）を基に科学技術動向研究センターにて作成
交通事故原因の内訳 
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車両全体から排出された量は 227
百万ｔ‐CO2 で、運輸部門全体の
約９割を占める。2001年をピーク
に減少傾向にあるが、2004年度は
1990年と比較して約２割増加して
いる。車両別内訳を見ると、トラ
ック・バス・タクシーなどの業務
用車両に由来する二酸化炭素排出
量は減少傾向にあるが、マイカー、
社用車などの自家用自動車に由来
する二酸化炭素排出量は一貫して
増加している。
　自家用自動車の二酸化炭素排出
量を左右する要因としては、「自
動車単体の燃費」、「平均走行速
度」、「走行量（台キロ）」の３点
が考えられる 15）。図表 10に、各
要因別に二酸化炭素排出量の推移
をまとめて示す。先ず一点目の「自
動車単体の燃費」を要因とする二
酸化炭素排出量については、近年
着実に減少している。1998年の省
エネルギー法改正でトップランナ
ー燃費基準が設定されて以来、メ
ーカー努力により、自家用ガソリ
ン自動車の新車燃費（10.15 モー
ド）平均値は改善しており、1995
年の 12.3km/褄から 2004 年には
15.4km/褄に達し、約２割向上し
ている 16）。
　二点目の「平均走行速度」を要
因とする二酸化炭素排出量につい
ても、着実に減少してきている。
これは、この間の、カーナビゲー
ション、VICS および ETC など
の ITS技術の普及と無関係ではな
い。例えば、ETCの普及により、
高速道路の全渋滞量に占める料金
所渋滞の割合は 31％から４％に
激減し４）、カーナビゲーションと
VICSの経路誘導により、平均旅
行時間が 4.4％短縮される効果が
報告されている 17）。ITS技術普及
にともなう交通渋滞の解消および
平均走行速度に向上は、二酸化炭
素排出量削減につながっているは
ずである。
　一方、三点目の「走行量（台
キロ）」を要因とする二酸化炭素
排出量は、近年急増しており、結
果として自家用自動車全体の二酸
化炭素排出量削減には至っていな
い。これまでの ITS技術は、自家
用自動車の走行量（台キロ）、すな
わち需要抑制に対しては十分な効
果を有していない。
　二酸化炭素排出量の全国的な
分布状況に目を向けると、大き
な地域格差があり、排出量は大都
市圏において顕著に多いことが
わかる（図表 11）。この原因とし
ては、大都市圏で慢性化する渋滞
による平均走行速度低下と、それ
に伴う燃料消費効率の悪化が挙げ
られる。内燃機関の燃料消費効率
が最も高い走行速度は、ガソリン
車では 50 ～ 60km/h 付近、ディ
ーゼル車では 70km/h付近である
（図表 12）が、渋滞の慢性化した
大都市圏における平均走行速度は
20km/hにも満たない。渋滞で無
駄に消費されている燃料は年間約
910万k褄（原油換算）で、全消費
量の約11％に相当すると試算され
ている 17）。大都市部を中心に、平
均速度を要因とする二酸化炭素排
図表 10　発生要因別に見た自家用自動車の二酸化炭素排出量の推移
出典：第35回環境省中央環境審議会地球環境部会資料
図表 11　二酸化炭素排出量の全国分布
第35回環境省中央環境審議会地球環境部会
図表 12　 自動車の走行速度と燃料消費量の関係 18）
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内で統合されたシステムと交通管
制システムのような道路側のイン
フラが情報通信技術によって結ば
れ、道路と自動車（路車）が協調
した「車両インフラ統合システム」
の実現が可能となる。
出量はまだまだ削減の余地が大き
いと言える。
　以上をまとめると、運輸部門の
二酸化炭素排出量削減につながる
効果的なアプローチとしては、以
下の三点が挙げられる。
① 引き続き自動車単体の燃料消費
効率を改善する。
② 運輸部門の中でも自家用乗用車
の交通需要をコントロールして
適正化する。
③ 大都市圏の交通流対策により交
通渋滞を緩和させる。
　②および③のアプローチを推進
する上では、ITS技術の果たす役
割は大きいと考えられ、今後これ
らの点での更なる進化が求められ
ている。
3   ITSの進化 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
セカンドステージ ITSへ
　持続可能なモビリティ社会を実
現するためには、前章で述べた交
通事故、環境負荷という自動車が
もたらした負の遺産を払拭させな
ければならない。カーナビゲーシ
ョン、VICS、ETC、ASV等は広
く浸透し、個別のシステムとして
各々大きな成果を挙げたことは明
らかであるが、個々のシステムだ
けでは負の遺産を大きく解消する
ツールには成り得なかった。ITS
は交通管制システムや安全運転支
援システムと融合・連携すること
で、ITS本来の定義にあるような
「車両・道路・人」の三位一体化
によって負の遺産の解消に資する
手段として発展させていく段階、
「セカンドステージ ITS」の時代
へと移行しつつある。
　セカンドステージ ITS への進
化は、自動車のさらなるエレクト
ロニクス化を抜きには語ることが
できない。セカンドステージ ITS
を技術的観点から整理したもの
が図表 14である。最初は単なる
メカニカル部品の置換に始まり、
MPU（マイクロプロセッサ）が
高性能化するに従い、エレクトロ
ニクスでしか実現することができ
ない機能へと変遷を遂げ、ASV
のような車両内のシステム統合化
（車両統合システム）へと発展し
つつある。今後、自動車はエレク
トロニクスの塊となっていくとい
っても過言ではない。そして車両
図表 13　セカンドステージ ITS の概念
参考文献 19）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 14　技術的観点からみたセカンドステージ ITS への変遷
ABS：Antilocked Braking System（アンチロックブレーキシステム）
EFI：Electronic Fuel Injection（電子制御式燃料噴射装置）
HV：Hybrid Vehicle（ハイブリッド車）
TRC：Traction Control（空転防止制御システム）
VSC：Vehicle Stability Control（車両安定性制御システム）
参考文献 20) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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３‐３
交通事故削減に向けた
ITSの進化
　交通事故の 75％が認知・判断・
操作ミスに関連し、事故直前の
行動に起因している。２‐２に
述べたように、ASVの改善の中
で、認知ミスに対しては情報提供
機能、判断ミスに対しては警報機
能、走行支援機能、操作ミスに対
しては操作支援機能をそれぞれ車
両に付加することによって、運転
者のミスを低減させる研究開発が
行なわれている。しかし、これま
でのASVのような車両単独の自
律型安全システムだけでは交通事
故削減には限界がある。図表 17
は車両のみで成し得る完全な予防
安全・事故回避・衝突安全などを
装備した自律型安全システムが実
現できたと仮定し、さらに同じ機
能が全車両に設置されたという仮
定で交通事故死者数のシミュレー
ションを行なった結果である。こ
れを見ると、全ての車両に自律
型システムが導入されたと仮定し
ても、死者数を十分抑制すること
ができない。その理由は、交通事
故の大半が、見通しの悪い交差点
や出会い頭などでの認知ミスある
いは判断ミスに起因するからであ
る。この種の事故要因は自律型安
全システムでは回避することが困
難である。
　したがって、さらなる死者数低
減のためには、自律型安全システ
３‐２
通信方式の共通化
　システム間の連携として、まず
は車両と道路間で情報を通信する
「路車間通信」が導入されようと
している。それには路車協調シス
テムの基盤技術である「通信方式
の共通化」および、「高速度で通
過しても通信可能な伝送速度の確
保」が必要不可欠である。無線通
信方式の候補として、図表 15に
示すように 5.8GHz 狭域無線通信
（DSRC：Dedicated Short Range 
Communication）方式が検討され
ている。現行の車載機器は交通情
報を得るためのVICS通信に道路
および設置環境に応じて光ビーコ
ン、電波ビーコン、FM多重放送
の３つのアンテナを備える必要が
ある（図表 16）。さらに、ETC用
には別途 5.8GHz DSRC用アンテ
ナが必要となる。多数の通信方
式を混在して利用していてはコ
スト面でマイナスとなり、普及を
妨げる。そこで、現在ETCで用
いられている 5.8GHz DSRCに通
信規格を一本化し、電波ビーコン
を用いた路車協調通信はもちろん、
ETC、インターネット、駐車場等
の多用途決済にも利用することが
検討されている。これは、2007 年
に実用化予定となっている。
図表 15　ITS 車載機器にみる通信方式の現状と今後
秬  現行の通信方式 秡  今後予定されている通信方式
参考文献 21）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 16　通信方式の分類
5.8GHz DSRC 光ビーコン 電波ビーコン FM多重放送
設置・受信
可能場所
一般道、
高速道路（予定）
一般道路 主に高速道路
NHK　FM放送
サービスエリア
通信形態
双方向通信
（路側⇔車）
双方向通信
（路側⇔車）
双方向通信
（路側⇔車）
単方向通信
（路側⇒車）
通信エリア ～30ｍ 約 3.5 ｍ ～ 70ｍ 半径 10～ 50km
周波数 5.8GHz 赤外線 2.5GHz 80MHz
通信速度／伝送
容量（理論値）
4Mbps/50KB 1Mbps/10KB 64kbps/8KB 8kbps/50KB
用途
VICSおよび
次世代道路
サービス
VICSのみ
参考文献 22）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ムの安全性能向上に加えて、路車
間、あるいは車車間、さらには歩
行者と自動車間（歩車間）におけ
る情報通信を通じて、運転手の認
知支援を行なう車両インフラ統合
システムの実現が欠かせない。以
下に、そのようなシステムの実験
例を示す。
盧路車協調 ITS（走行支援道路
　システム）の実験例
　路車協調による安全運転支援シ
ステムは、技術研究組合である走
行支援道路システム開発機構によ
り、AHS（Advanced cruise-assist 
Highway System：走行支援道路
システム）という形で取り組まれ
ている。
　首都高速道路では、21％の事故
が、事故多発カーブ（約６％）に
集中して起きている。首都高速
４号新宿線上りの参宮橋カーブ
区間において、現在普及している
車載機器（３メディアVICS対応
カーナビ注３） を用いて、一般車
両に対し 2005 年３月から３ヶ月
間、実証実験を行なった。この実
験は、図表 18に示すように、カ
ーブ付近で渋滞している際に、路
側にある赤外線センサで状況を検
知し、同じく路側に設置されてい
る 300m前方のVICS ビーコンを
通じて車側にカーブ先の状況を簡
易図形で警告するというものであ
る。この仕組みにより、前年度比
較で60％もの事故件数削減が確認
され、アンケートの結果、特に高
齢者の80％が役に立ったと回答し
た。掲示板のような常時警告は警
告不信に陥る可能性があるが、こ
のシステムでは実際にカーブ付近
が渋滞しているときのみ警報を表
示するため、警告効果が高い。今
回は既存車載機器を用いての実
証であったが、将来的に 5.8GHz 
DSRC方式が採用された後には双
方向に通信速度が向上するため、
技術的に車両の介入制御をするこ
とも可能となる。
盪歩車協調 ITS（ICタグ活用
　システム）の実験例
　図表 19は、歩行者と自動車間
で通信を行なう歩車協調システ
ムの実証実験例である。従来、運
転者からは交差点の死角に入っ
た歩行者の有無は判別できなかっ
たが、インフラ統合型システムの
場合は ICタグより発せられた信
号を交差点のレシーバを介し、車
両内のシステムに情報を提供する
ことができる。これによって、運
転手が視覚によって認知する以前
に、歩行者の存在を通知したり、
自動的に制動をかけたりして、未
然に事故を回避することが可能と
なる。また、逆に歩行者に対して
も近づいてくる自動車の存在を警
告するようなシステムも構成可能
である。この実験ではおよそ80％
のドライバーが有効であると回答
した。
　一方、歩車協調 ITS システム
で提供される情報が不明確であっ
たり、不必要な情報が多すぎたり
すると、ドライバーに心理的な混
乱を与え、かえって運転操作ミス
図表 17　交通事故死者数のシミュレーション結果
参考文献 23）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 18　ITS による路車協調システムの事例
出典： AHSRAホームページ 24）より
注3　3メディアVICS対応カーナビ：光ビーコン、電波ビーコン、FM多重放
送の3メディアに対応したVICS。
■用語説明■
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を招く可能性が高まる。また、ド
ライバーがシステムを過度に信
頼しすぎても、主体性の欠如した
緩慢な運転操作を誘発して危険で
ある。従って、歩車協調 ITS シ
ステムの実現においては、ドラ
イバーの行動心理、認識、情報
処理能力に対する理解を深め、適
切なヒューマンマシンインターフ
ェース（HMI：Human Machine 
Interface）を構築することが不可
欠である。このため、情報通信技
術以外に認知科学や人間工学など
多様な分野の融合研究対象となっ
ており、様々な学協会において活
発に検討されている（図表20）。
３‐４
二酸化炭素排出量削減に
向けた ITSの進化
　二酸化炭素排出量削減という意
味においても、インフラ側システ
ムと車両側システムを一体統合し
た新しい ITS技術の開発が検討さ
れている。以下に交通需要抑制策
および交通流対策としての事例を
示す。
盧AHS技術を用いた渋滞防止
　システムの検討
　料金所以外の高速道路の渋滞要
因箇所として問題となっているの
は、サグ・トンネル部およびイン
ターチェンジ等の合流部である。
高速道路で下り坂から上り坂に移
った地点を「サグ」と呼ぶが、ド
図表 19　ITS による見えない相手（対歩行者）に対する例
出典：参考文献 25）
図表 20　学協会の活動一覧
学会名 研究会名 研究対象
電子情報通信学会
高度交通システム（ITS）研究会
主な対象分野は、ITS施策、ITS通信技術、カーエレクトロニクス、ITS道路交
通基盤技術、ITSセンシング技術、ITS情報技術
パターン認識・メディア理解
（PRMU）研究会
画像や音声などを代表とする各種パターンメディアを、認識・理解をする基礎
理論からその手法、各種応用技術までを対象
情報処理学会
高度交通システム（ITS）研究会
主な研究分野は、交通管理、運転支援、画像処理、通信方式、ネットワーク技術、
情報提供、アプリケーション
CVIM（コンピュータビジョンおよび
イメージメディア）研究会
視覚情報処理による研究
ユビキタスコンピューティング
システム研究会
自動車を含む都市情報インフラ上での人間中心のサービスやユビキタス情報処
理について
モバイルコンピューティングと
ユビキタス通信（MBL）研究会
モバイルコンピューティングに関して、基礎となる理論・技術、通信プロトコル、
コンピュータアーキテクチャ、オペレーティングシステム、アプリケーション、
応用事例、管理運用、さらに社会科学的考察など
電気学会
ITS研究会
主な研究分野は、交通計測システム、交通管理システム、交通情報システム、
運転支援システム
交通工学研究会 ITS研究委員会
ITS技術を活用した交通工学（交通需要マネジメント等）により交通諸課題に
対応する
計測自動制御学会
スマートビークルシステム
調査研究会
ITS等の最先端の基盤技術・システム化技術を統融合することで、高機能で安全・
快適、人間や環境にやさしい次世代の知的ビークルシステム（スマートビーク
ルシステム）の創出
土木学会
実践的 ITS研究特別委員会
交通基盤情報ビジネス小委員会
土木面から見た ITSへの提言
大学
東京大学　生産技術研究所
ITSセンター
交通シミュレータ（TS）、運転シミュレータ（DS）、および最新の画像情報技
術を融合した、複合現実感交通実験環境によるマクロからミクロまでマルチス
ケールの交通シミュレーション
高知工科大学　総合研究所
地域 ITS社会研究センター
各地で得られた地域 ITSの成果などの共有化を図り、産学官協働の基に、地域
社会に適応した ITS施策を企画・立案し推進することにより、地域社会の活性
化へ寄与する
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ライバーが意識せずに減速するこ
とで、後続車両の渋滞発生原因と
なることが知られている 26）。同
様に、トンネル部においても、入
口での明暗変化によりドライバ
ーが無意識に減速することで、後
続車両の渋滞発生原因になってい
る（図表 21）。このようなドライ
バーの心理的要因による交通流停
滞を防止する目的で、先に述べた
AHS技術を用いた渋滞防止シス
テムの開発が検討されている。本
システムは、センサ・路車間通信
技術・ITS車載機器を用い、余裕
のある車線への車両誘導や、渋滞
原因となる車群先頭車両への注意
喚起を行なうことで交通円滑化を
図ろうとするものである。
盪路車協調型リアルタイム信号
　制御の検討
　現在の信号制御の問題点は、非
定常の交通状況（事故、工事等）
に柔軟に対応できない点にある。
そこで路車間通信と協調を行なう
ことにより、精度の高い道路交通
情報収集と効果的な交通誘導・分
散を実現する、「路車協調型リア
ルタイム信号制御」と呼ばれる高
度な信号制御方法が検討されてい
る 27、28）。本信号制御方式は、ITS
技術を用いて交通流の信号待ち
による遅れ時間を直接計測し、そ
の遅れを最小化するよう信号パラ
メータをリアルタイムに自動生成
し、交通流の変化に柔軟に対応し
た信号制御を実現する。実際の道
路に本システムを導入して実験を
行った結果、導入区間の通過時間
が５～20％改善される効果が見ら
れた 29）。
　海外の事例としては、90 年代
初頭にスウェーデンにて「Green 
Wave System」と呼ばれる信号
制御システムが考案された（図
表 22）30）。このシステムは、信号
を常に青で通過できるように自
動車の速度をコントロールし、交
通の円滑な流れを実現しようとす
るものである。インフラ側で交通
流を検知し、信号変化のタイミン
グを考慮して車両が信号交差点を
無停止で走行できる速度を算出
し、路側ビーコンで車両側に通信
する。車両側ではこのデータに基
づき、先行車との車間を保持しな
がら走行速度を自動調整すること
で、交差点を常に無停止で走行す
ることが可能となる。考案された
当時は ITS 関連技術が未成熟で
あったため、実システムを用いた
検証には至らなかった。オースト
ラリアで 1987 年に実施された信
号速度無停止実験では、信号停止
回数が 50％に減少し、燃料消費
量が６～ 15％低減される効果が
確認されている 31）。このシステム
は今後、双方向路車間通信技術と
ACC（Adaptive Cruise Control；
ブレーキ併用式定速走行装置）技
術の統合化により、実現が期待さ
れている。
図表 21　サグ部での渋滞発生メカニズムとAHS技術を用いた渋滞防止システム
出典：参考文献４）
図表 22　スウェーデンの信号同期速度制御システム「Green Wave System」
出典：参考文献 30）
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蘯交通需要マネジメント
　（Transportation Demand
 Management；TDM）
　これまでの道路政策において
は、経済発展を優先して、増大す
る自動車交通需要に対応すべく、
交通容量確保と渋滞解消を主要課
題として、バイパス新設や環状道
路整備などを行ってきた。今後は、
地球環境保全と経済活力維持との
両立が重要であり、交通容量確保
とともに交通需要適正化の視点を
加味した道路政策の推進が望まれ
るようになる。
　料金政策、規制、誘導などのソ
フト施策を中心にドライバーの行
動変更を促し、交通需要量を抑制
する政策を「交通需要マネジメン
ト（TDM）」と呼ぶ。具体的な施
策としては、「パーク＆ライド」「カ
ーシェアリング」「ロードプライ
シング」「公共交通活用」等があ
る。これらTDM施策は二酸化炭
素削減に有効であると認識されて
いながら、ユーザーの利便性の欠
如や費用対効果の面で、これまで
は導入が進展していなかった。近
年、都市づくりの観点から、ITS
技術を活用したTDM施策への取
組みが、全国各地で活発化してい
る 32）。
　一例として「カーシェアリン
グ」についてここで紹介する。「カ
ーシェアリング」とは自動車を複
数の会員で組織的に共同利用する
形態である。自動車への過度の依
存を抑制し、公共交通の利用促進
等により、環境負荷低減に有効で
あることが知られてはいたが、共
同所有に特有の運用面での煩雑さ
が原因で普及が進んでこなかっ
た 33）。カーシェアリングに ITS
を活用することで、このような
煩雑さが軽減可能となり、欧米諸
国を中心にカーシェアリング事業
が着実に拡大している。カーシェ
アリングは車に関するユーザー個
人の固定費負担を軽減できること
から、電気自動車（EV）などの、
低公害車の普及を促進する施策と
しても実績をあげつつある 34）。
　一方、国内におけるカーシェア
リングは、徐々に事例が増えては
いるものの、欧米諸国ほどの広が
りを見せていない。その原因とし
ては、①社会的メリットの理解不
足、②ステータスシンボルとして
の車所有への根強い意識、③総合
的な交通需要管理手段としての認
識不足、④駐車場確保の困難さ、
⑤採算性の課題、などがあり、要
因相互で悪循環を生んでいる。何
れの要因も日本固有のものではな
く、一つ一つ対策の積み重ねで克
服可能な問題である。近年、日本
でも心と体の健康と地球環境に配
慮 し た、「LOHAS（Lifestyles of 
Health and Sustainability）」 と 呼
ばれるライフスタイルを志向する
人が着実に増加しており、今後、
こうした人々が支持者となってカ
ーシェアリングが定着する可能性
は高い。
盻プローブ情報活用サービス
　自動車には多いもので約 150種
ものセンサが使用されており、そ
のセンサから得られる情報を「プ
ローブ情報」と呼んでいる。自動
車そのものを移動体の交通観測モ
ニタリング装置と捉え、プローブ
情報を無線通信により収集するこ
とで、車両挙動、位置情報を把握
し、より良い交通流あるいは交通
行動を算出し、更には気候や自然
に係わる状況をモニタリングする
こともできる。プローブ情報の特
徴はVICSが設置されている幹線
以外でもきめ細かな道路情報や、
車両状態そのものを把握可能であ
る点にある。プローブ情報のデー
タの収集では、一般の携帯電話網
など既存の通信インフラも使える
ことから、民間企業が先行してプ
ローブ情報を活用したサービス提
供を行っている。通常のVICSで
交通情報が提供されている区間は
約 4.2 万 km程度だが、プローブ
情報を活用すると、約 35.6 万 km
もの区間をカバーできる 35）。今
後、これらをカーナビゲーション
やVICSの機能と一体化すること
で、気象条件、車線別情報や路面
状況まで含む、よりきめ細かで精
度の高い経路誘導を実施すること
が可能になる。
眈二酸化炭素削減のポテンシャル
　以上見てきたとおり、従来のカ
ーナビゲーション、VICSおよび
ETCを中心とした ITS技術から
一歩進化し、インフラと車両を統
合した ITS技術の導入や、交通施
策と一体で ITSを利活用すること
で、二酸化炭素排出量削減につな
がる可能性があり、そのポテンシ
ャルについて図表 23にまとめて
示す。従来のカーナビゲーション、
VICSおよびETCによる二酸化炭
素排出削減ポテンシャルの合計は
360万ｔ‐CO2 であるが、セカンド
ステージ ITS技術で期待できる二
酸化炭素排出削減ポテンシャルの
合計は 1,300 万ｔ‐CO2 と試算さ
れる。我が国の京都議定書目標達
成計画において、運輸部門全体で
は 4,600 万ｔ‐CO2 の削減目標が掲
げられている。セカンドステージ
ITS技術の導入は非常に重要な位
置付けにあることがわかる。
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　ITS分野の国際標準化に向けた
取組みとしては、以下の２つの動
きがある。
　第一に、国際標準化機構（ISO）
の技術専門委員会であるTC204
において、ITS 分野の国際標準
化に向けた取組みが進んでいる。
TC204 は図表 24 に示す 12 のワ
ーキンググループ（WG）に分か
れている。日本はTC204 総会に
投票権を持つメンバーとして参加
し、WG3 とWG14 の幹事国を務
めるなど、積極的な貢献を果たし
ている。
　一方、地上および宇宙における
周波数利用に関する国際規約と条
約の採択を行っている国際組織に
国際電気通信連合（ITU）がある
が、この中で ITS関連の具体的作
業を進める部門として、無線通信
部門（ITU‐R）の SG8 がある。
2000 年５月には、日本のETC用
DSRC無線通信方式が ITU‐Rの
国際勧告として正式に承認され、
これまでのところは、日本が先行
して開発し、実績を挙げた方式を、
国際標準の中に織り込むことに成
図表 23　ITS 技術による省エネルギー化
効果 ITS技術 CO2 削減量試算例 備考
交通管理システムに
よる交通流の円滑化
信号制御 100万ｔ‐CO2（＊１） 感応型信号の設置
ETC 60万ｔ‐CO2（＊１） 料金所渋滞解消、路上駐停車排除等
情報提供システム
による効率的走行
交通情報提供（VICS） 100万ｔ‐CO2（＊２） VICS普及率20％、VICS装着車の到達時間削減効果4.4％と仮定
経路誘導（カーナビゲーション） 200万ｔ‐CO2（＊２）
カーナビゲーション普及率 30％、装着車の迷走削減効果 2.4％
と仮定
車両制御による
効率的走行
自動追従走行システム（ACCS） 2万ｔ‐CO2（＊３） 高速道路サグ渋滞解消、ACCS普及率 10％
オートクルーズ機能付車両 20万ｔ‐CO2（＊１）
走行量の低減
交通需要マネジメント（TDM） 360万ｔ‐CO2（＊１） 主要都市の乗用車分担率低減
共同集配情報提供システム 110万ｔ‐CO2（＊２） 営業用貨物車の積載率 56.3％と仮定
カーシェアリング 760万ｔ‐CO2（＊４） カーシェアリング普及率５％と仮定
＊１：「地球温暖化対策推進への自工会の取組み」、JAMA Report No.90、譖日本自動車工業会
＊２：「平成９年度 ITSによる省エネルギー施策と効果」、譛省エネルギーセンター
＊３：「平成８年度 ITSと省エネルギー効果」、譛省エネルギーセンター
＊４：「カーシェアリングによる環境負荷低減効果及び普及方策検討報告書」、譛交通エコロジー・モビリティ財団、2006年３月
　　　の各データを元に科学技術動向研究センターにて試算
4   国際標準化動向と日本の役割 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表 24　ITS の国際標準化活動：
  ISO/TC204のワーキンググルー
プ構成
ワーキンググループ 幹事国
WG1 システム機能構成 英国
WG3 ITSデータベース技術 日本
WG4 車両・貨物自動認識 ノルウェー
WG5 料金収受 オランダ
WG7 商用車運行管理 カナダ
WG8 公共交通 米国
WG9 交通管理 英国
WG10 旅行者情報 英国
WG11 ナビ・経路誘導 ドイツ
WG14 走行制御 日本
WG15 狭域通信 ドイツ
WG16 広域通信 米国
参考文献４）を基に科学技術動向研究センターに
て作成
図表 25　交通事故死者数のうち歩行中の占める割合
参考文献 36）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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功している。
　インフラ統合型のセカンドステ
ージ ITS が発展していく過程で
は、必然的に導入地域における交
通事情やニーズに合わせたものに
ならざるを得ない。一例として交
通事故の実態を見ると（図表25）、
日本国内では歩行者事故の割合が
圧倒的に多く、この傾向はアジア諸
国で類似している。一方、欧米各国
とは車両事故中心である。従って、
日本が目指す歩車協調などの先進
安全システムは、欧米諸国の実情
やニーズにそぐわない技術体系と
なる可能性もある。国際標準化の
流れを進める上では、欧米諸国と
の連携に配慮が求められる。
5   今後の方向性 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　これまで示したとおり、自動車
社会の負の遺産を克服し、「交通
事故削減」や「環境負荷低減」を
実現する交通システムを構築する
には、道路、車両、人が情報通信
技術で結ばれた車両インフラ統合
型のセカンドステージ ITS 無く
して実現は困難である。セカンド
ステージに向けた ITS実現に向け
て、以下のような視点で進めてい
くことを提案する。
盧高齢者に配慮したヒューマン
　マシンインターフェースの
　研究開発
　交通事故の原因の 75％が認知、
判断、操作ミスであり、高齢者ほ
ど交通事故を引き起こす確率は高
いことは既述の通りである。我が
国が世界で最も長寿高齢化の進ん
だ国であることを踏まえ、特に高
齢者に焦点を当てた研究開発が不
可欠である。これまではエアバッ
グやレーンキープアシスト、ある
いはセンサといった機能面の研究
が中心だったが、今後は人間工学、
認知科学的側面からの研究と、情
報処理、情報通信、自動制御や交
通工学など、幅広い学問領域の融
合により、ITS研究の進展が望ま
れる。特に自動車運転席では、移
動中の閉空間で全ての認知・判
断・操作制御を行なう必要があり、
日常生活において最も集中したヒ
ューマンマシンインターフェース
（HMI）が要求される場である。
高齢者のみならず世界基準でユー
ザーに優しいヒューマンマシンイ
ンターフェース研究をさらに推進
することが望まれる。
盪導入への社会的理解の促進
　車両インフラ統合型システムで
あるセカンドステージ ITSに移行
するにあたっては、新たな車載通
信機器やインフラ側の設備投資が
必要となる。利便性や快適性を高
めることが中心だった従来の ITS
の考え方とは異なり、セカンドス
テージ ITSシステムがもたらす便
益は、安全・安心や環境負荷低減
といった、コスト的には見えにく
いものであるため、新たに発生す
る費用負担に対するユーザーや
社会の理解を得るための努力が
これまで以上に重要になると考
えられる。費用対効果の定量的
な比較検証、導入に先立つ十分
なアセスメント、事後評価と情報
公開などを産官学が一体となって
進めることが不可欠である。その
上で、かつて排気ガスの規制が自
動車性能向上を促したように、例
えば新車には ITS関連機器の装着
を義務付ける、大都市圏への未装
着車乗り入れを規制するといった
ような法的規制導入の検討も必要
であろう。いずれにせよ、セカン
ドステージ ITSの導入・普及の促
進は、安全や環境・エネルギーに
関する教育、啓蒙の結果もたらさ
れる国民の理解がなければ成り立
たない。
蘯アジア諸国の持続可能な発展に
　資する取組み
　アジア諸国ではモータリゼーシ
ョンの進展に伴い、交通事故や環
境負荷増加などが社会問題として
今後大きく顕在化している。セカ
ンドステージ ITSの展開において
は、アジア諸国と戦略的な連携・
協力を通じ、アジア地域の持続可
能な発展にも貢献することが望ま
れる。
　セカンドステージ ITS システ
ムは車両インフラ統合型であるた
め、導入地域における交通事情や
ニーズに合わせたものにならざ
るを得ない。交通事故の日本国
内の実態は、欧米各国よりもア
ジア諸国に傾向が似ており、我
が国で培ったセカンドステージ
ITSの先進安全システムは、欧米
諸国よりもアジア諸国のニーズ
にマッチし、日本とアジア諸国
で共通の ITS技術基盤を構築で
きる可能性も高い。今後、アジア
で発展する地域に対して、早い段
階から先進車両および先進インフ
ラを備えた総合的な実験モデル都
市のアイディアを提供することも
有効である。アジア地域の交通イ
ンフラは現状未整備で、今後新た
に構築する段階にあるため、すで
に交通インフラが行き渡った我が
国より、むしろアジア諸国におい
てセカンドステージ ITS型のイン
フラを導入展開する方が容易であ
るとも考えられる。
　その一方、セカンドステージ
ITSシステムをアジア諸国のニー
ズにマッチさせて深化させていっ
た場合、欧米諸国の実情やニーズ
にそぐわない技術体系となる可能
性もある。国際標準化の流れを進
める上では、欧米諸国との連携に
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配慮が求められる。
　今日の自動車産業は、国際市場
を相手に厳しいグローバルな競争
にさらされているが、その中で勝
ち残り、発展を続けている我が国
の自動車産業は、今後しばらくは
日本経済全体を牽引する基幹産業
である。今後モータリゼーション
が進展するアジア諸国は、自動車
産業にとっては有望な成長市場で
ある。アジア諸国と連携してセカ
ンドステージ ITS 技術を発展さ
せる取組みは、アジア諸国の持続
可能な発展に貢献するだけではな
く、我が国の自動車産業にとって
は国際競争力を今後も維持するこ
とにもつながる。
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